
担当課室 高校教育改革ＰＴ

予算額(補正後）

上位政策

主任視学官
袖山　禎之

56 55

55 48

確かな学力の育成

関係する計
画、通知等

産業教育振興法　第19条
高等学校産業教育整備基準

（産業教育法施行令別表（第２条関係））
教育振興基本計画（平成20年7月1日閣議決定）

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

産業教育設備費補助

初等中等教育局

一般会計

担当部局庁

執行額 62

事業者が送付する事業計画書、見積書を確認するとともに、交付申請書や実績報告書等の書類で把握している。

総事業費(執行ベース) 187

平成１９年度：２５学校法人へ補助
平成２０年度：２８学校法人へ補助
平成２１年度：１７学校法人へ補助

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

3082 57

19年度 20年度 21年度

166 143

22年度 23年度要求

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

１．事業評価の観点：この事業は、私立学校の設置者が産業教育のための実験実習設備を整備するために、これに要する経費
の一部の補助を昭和27年度から実施している事業であり、長期継続事業の観点から検証を行った。
２．所　　　　　見：昭和27年度以降長期に継続している事業であり、産業教育振興法第19条の規定に基づいて国が補助するもの
であることから、今後も実施する必要があるが、毎年度、計画的な見直しを行い、予算を縮減すべきである。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

　本補助金は、私立高等学校の設置者が産業教育のための実験実習設備を整備する場合に、産業教育振興法第１９
条の規定に基づいて国が補助するものである。
　限られた予算で最大限の効果が発揮できるよう、事業の緊急性や必要性の観点から効果的な事業実施を図ることと
しており、今後も適正な事業執行に努める。

事業番号 0067

　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
昭和27年度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　　私立高等学校の設置者が産業教育のための実験実習設備を整備するために、これに要する経費の一部を補助し、
もって産業教育の振興を図るものである。

執行率 75.6% 96.5% 85.7%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

高等学校（中等教育学校の後期課程を含む）における産業教育のための実験実習設備を整備するために必要な経費
（１）補助率：１／３（沖縄分６／１０）
（２）補助事業者：学校法人
（３）補助対象事業
　　・基準設備：高等学校産業教育設備基準に掲げる設備を整備する。
　　・設備更新：以前に整備した老朽損耗が著しい設備を整備する。
　　・専攻科：高等学校における専攻科の実験実習設備を整備する。
　　・普通科等産業教育設備：高等学校の普通科等における産業教育の実験実習設備を整備する。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

文部科学省
４８百万円

産業教育設備費補助事業：４８百万円
都道府県 （全１１機関）

私立高等学校の設置者が産
業教育のための実験実習設
備を整備するために、これに
要する経費の補助

産業教育のために必要な実験実習設備を整
備するために必要な経費を支出

公募・補助

Ａ．産業教育設備費補助事業：４８百万円
学校法人 （全１７機関）

補助金により、産業教育のために必要な実
験実習設備を整備



0計 0 計

使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

C. G.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 0 計

B. F.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

0計 15 計

設備費
基準設備（コンピュータシステム、
電機溶接機）、設備更新（CADシス
テム）

15

使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

費　目

A.学校法人神戸村野工業高等学校 E.



参考１

産業教育設備費補助事業（都道府県）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

…

合計

　　※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計額は一致しない。

「複数支出先ブロック」の支出先一覧（上位１０機関）

支出先 支出額（百万円）

兵庫県 15.3

福岡県 10.2

その他 0.5

栃木県 1.7

千葉県 1.4

大分県 0.5

熊本県 2.1

広島県 1.9

東京都 6.8

滋賀県 6.6

福島県 0.5

48



参考１

Ａ．産業教育設備費補助事業（学校法人）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

…

合計

　　※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計額は一致しない。

学校法人　AICJ鴎州学園 1.9

48

学校法人　　目白星美学園 3.5

学校法人　　近江育英会 3.9

学校法人　日本橋女学館 2.9

学校法人　松風学園 2.7

学校法人　九州電機工業学園 6.9

その他 4

学校法人　筑紫台学園 2.3

学校法人　明昭学園 2.2

学校法人　開新学園 2.1

「複数支出先ブロック」の支出先一覧（上位１０機関）

支出先 支出額（百万円）

学校法人　神戸村野工業高等学校 15.3
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